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令和６年１１月２９日 

 

 

石巻市議会議長 遠 藤 宏 昭 殿 

 

 

                    会 派 名 石巻颯の会 

                    代表者氏名 会長 後 藤 兼 位 

 

 

調査報告書 

 

調査した概要は次のとおりであります。 

 

記 

 

１ 調 査 者 氏 名 後藤兼位、阿部正敏、山口荘一郎、宇都宮弘和、 

我妻久美子、谷祐輔、西條正昭 

 

２ 調 査 期 間  令和６年１１月１９日から 

令和６年１１月２２日まで  ４日間 

 

３ 調  査  地 (1) 和歌山県田辺市 

        ・デジタルツインを活用した防災について 

 

  (2) 三重県志摩市 

   ・書かない窓口について 

 

  (3) 三重県鈴鹿市 

   ・議員定数及び報酬検証特別委員会での調査研究内容について 
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４ 目   的 

(1) 和歌山県田辺市 

 ・デジタルツインを活用した防災について 

田辺市では、ドローン等を活用して撮影した画像分析により、現実世界の物理的環境を

仮想空間で再現する「デジタルツイン」を構築し、平時での土砂測量や目視不可能な建物

状況把握などに活用しているほか、災害時での被害状況の迅速な把握ができるよう訓練

や被害想定の見える化にも役立てている。 

本市においても、災害時のドローン活用を見込んでいることから、田辺市の先進的な取

組を視察する。 

 

(2) 三重県志摩市 

 ・書かない窓口について 

志摩市では、住民票や転出届など各種書類を発行する際に、必要な申請をＱＲコードや

マイナンバーカードを用いることでペーパーレス化し、書かない窓口を実現している。か

ねてより窓口の混雑が問題となっていたが、申請にかかる時間が半減するなど、導入効果

が出ている。 

このことから志摩市における取組について研修し、今後の本市事業推進の参考とする。 

 

(3) 三重県鈴鹿市 

 ・議員定数及び報酬検証特別委員会での調査研究内容について 

鈴鹿市では、令和４年に議員定数を32人から４人減員し、28人とすることを決定してい

る。市民からの意見広聴や人口減少、少子高齢化の現状、他市議会との比較など適正な議

員定数等の調査研究を行ってきた。 

議員定数削減に伴うこれまでの流れなどを視察し、今後の本市議会の議員定数等の在

り方について参考とするために、鈴鹿市の取組について視察する。 
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５ 調 査 概 要 

(1) 和歌山県田辺市 

◆ デジタルツインを活用した防災について 

 【デジタルツインとは】 

現実（リアル）世界の双子（ツイン）を仮想空間（デジタル）に再現する技術のことを指

し、具体的にはドローンで撮影した大量の平面画像を重ね合わせることにより、デジタルで

立体的な空間を生成するというもの。パソコン操作することにより、建物の裏側や屋根など

を俯瞰的、立体的に確認できるほか、写真や動画では得られない距離や面積・体積などを測

定することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【デジタルツイン活用のメリット】 

入れない、登れない区域に関する情報（危険空家の屋根の情報や土砂災害現場の上部の状

況など）を連続的な情報として得ることができる（写真だけでは１枚１枚の断続的情報にな

ってしまう）という特徴を生かし、様々な場面での活用が見込まれる。情報を入手、分析、

加工しやすいという作業効率化のみならず、例えば倒壊危険性の有無を確認するために、屋

根に上らなければ確認できない現場があった場合、従来であればクレーン車や高所作業車、

足組み補強など多額のコストと時間を必要としたが、デジタルツインを活用することによ

り費用、時間というコスト削減に繋がる。 

 

【デジタルツインプロジェクト推進体制について】 

田辺市の行っているデジタルツイン業務の大まかな流れは以下のとおり。 

①ドローンによる現場撮影 

田辺市では、各行政局及び消防、水道、土木に計11台のドローンを配備しており、ドロ

ーンの機体によって操縦可能な人数は変わるが、ライトユーザーも含めると50名程度が

操縦できる状況。（ドローン操縦は一定の条件下であれば、技能証明と言われる免許を持

たずに行うことができるため、職員の技能証明取得は行っていない。） 

ドローンは民生用、産業用など複数の種類を配備しており、その用途に合わせたカメラ

を装備することで活用の幅が広がる。 

 

②ソフトウェアによるデータ生成 

各所で撮影された画像は、ネットワークを通じて建築課のネットワーク対応ハードデ

ィスクに集められる。建築課の高性能ＰＣと各種ソフトウェア（DJI Terra、DroneDeploy、

Metashape、TREND-POINT）を活用し、デジタルツインを生成する。 
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デジタルツインは、習熟度が高い担当者でなくとも数時間で完成させることができ、完 

成品は庁舎ネットワークで保管し、全職員で共有可能である。 

       

③活用事例 

生成されたデジタルツインを平常時は以下の事業に活用している。 

・火災現場での焼失面積測定、火災原因調査 

 ・道路管理における舗装クラック計測、舗装展開計測 

 ・土木事業における掘削・盛土土量の把握 

 ・建築事業における建築予定建物のイメージ共有 

 ・埋蔵文化財事業における包蔵地調査 

 ・文化事業における資源保全、調査研究 

 ・空家事業における情報共有、解体施工検討 

 

【デジタルツインの防災面での活用について】 

①津波浸水被害の見える化 

平面地図上に色分け表示していた浸水ハザードマップデータをデジタルツインと組み

合わせる（フリーソフト「Blender」を使用）ことで、自分の居住地が実際にどこまで浸

水するのかを目視することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

デジタルツインを基に、津波避難方針を水平避難から垂直避難へ変更した事例もある。 

 

②発災直後の被害確認 

発災直後は市内11か所のドローンが災害現場に出動し、災害対策本部とリアルタイム

で画面共有を行うとともに、各地で撮影した画像をネットワークに送信し、災害現場のデ

ジタルツインを作成することで迅速にコストをかけず、正確で分かりやすい情報共有が

可能となる。 

なお、この情報は庁内のみならず、自衛隊や警察、マスコミ、土木事業者にも共有可能

な取り扱いとしている。 

また、赤外線カメラに切り替えることにより、火災の熱源を判別したり、行方不明者の

捜索にも活用可能であり、現場の座標データが表示されることから、ピンポイントでヘリ

コプター出動が可能となる。 

 

③復旧期での情報把握 

道路啓開の進捗状況把握、災害ごみ体積量やごみ置き場の残有面積計測、仮設住宅候補 

地調査などでの活用も見込んでいるほか、本年５月よりドローンによる住家被害認定が

可能となったことから、罹災証明書発行業務の迅速化も期待できる。 
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【費用について】 

①イニシャルコスト 

既に先行して購入していたドローンに加えて 

ドローン８台（5,345千円） 

ペイロードカメラ（4,119千円） 

高性能ＰＣ４台（2,621千円） 

デジタルツイン生成ソフトウェア（2,675千円） 

120ＴＢネットワークハードディスク（2,492千円） 

及び周辺機器の購入費として、合計21,173千円を要した。 

 

その財源は、1/2がデジタル田園都市国家構想推進交付金、1/2が新型コロナ臨時交付金

であり、一般財源からの持ち出しは280千円のみであった。 

田辺市の建築課担当からの説明によれば、「デジタルツインには、例え全額を一般財源

で賄っても、十分な利益を得られると断言できるほどの価値がある。」とのこと。 

 

②ランニングコスト 

  ドローンの保険代として年間800千円を要し、それらは一般財源で賄うこととなるが、

デジタルツインは全庁的に活用しているため、各部局の既存予算の中から捻出している

ため、総額ベースでの支出増加はないとのこと。 
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(2) 三重県志摩市 

◆ 書かない窓口について 

志摩市では、効率的な行政運営を目指すための手段として行政サービスのＤＸ化に積極

的に取り組んでいる。令和３年（2021年）に策定された「第２次志摩市総合計画後期基本計

画」の中でも、「デジタル化に向けた業務プロセスの見直しやシステムの標準化に取り組み、

各種手続のオンライン化やマイナンバーカードを利用したワンストップ手続、ＲＰＡ等の

業務自動化システムを導入するなどＩＣＴ活用を推進し、自治体におけるＤＸを進める。」

と明記し、ＤＸ化を推進する姿勢を明確にしている。 

 

【志摩市概要】 

 志摩市は三重県の南東部に突き出た志摩半島に位置する自治体で、約45,000人の人口、志

摩市全域が「伊勢志摩国立公園」に指定されており、英虞湾や的矢湾などのリアス式海岸が

作り出す雄大な景観が有名で、また志摩スペイン村が立地する観光地として知られている。 

 

【導入の背景】 

市民が異動する際の届け出や各種証明書を取得する際に、窓⼝で申請書類を記⼊する必

要があり、書類の記⼊漏れや誤りなどによる訂正、職員による申請内容の⼊⼒などをするた

め、市⺠が届け出に訪れた際の窓⼝滞在時間が長くなってしまうという課題を抱えていた。

そこで志摩市が始めたのが、「書かない窓口」とスマートフォンアプリ「しまナビ」を使っ

た窓口ＤＸの取組である。 

      

 

 

【窓口ＤＸの取組 ①書かない窓口とは】 

市民が異動する際の届け出や各種証明書を取得する際に、窓口で職員が免許証などの本

人確認書類で確認をとった後、聞き取り内容に応じて職員がシステムに入力する。次にプレ

印字された申請書類が出力され、申請する市民が内容を確認し、誤りがなければ署名をして

もらい、異動届などの証明書が発行される仕組みである。 

 

 

 

 

 

 

     

 

【書かない窓口 導入の利点】  

このシステムにより、窓口に来た市民は、申請書の記入を省略することができ、作成され

た申請書の内容を確認後、内容に間違いがなければ、作成された申請書に署名をするだけと

なるため、市民が窓口で申請書を書く負担の軽減や、窓口滞在時間の短縮が可能となる。新

型コロナウイルス感染防止対策も考慮した方式であるとともに、聞き取りによる申請書で

あることから、申請書と発行内容の間違いがなくなる。 
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【書かない窓口 対応可能な申請】 

 住民異動届、印鑑登録申請書、印鑑登録再交付申請書、印鑑登録証 亡失届／印鑑登録廃

止申請書、住民票・印鑑登録証明書交付申請書、 税務証明・閲覧申請書（所得証明、課税

非課税証明、車検用納税証 明についてのみ）、戸籍証明書等の請求 

 

【窓口ＤＸの取組み ②スマートフォンアプリ「しまなび」とは】 

しまナビはスマートフォンから使用できるアプリで、申請内容をスマートフォンで入力

するとＱＲコードが作成される。このＱＲコードを窓口に設置されているタブレット端末

かバーコードリーダで読み込むことで、申請書が作成される。 

 

 

 

 

 

  

            

【ＱＲコード作成アプリ（しまナビ）の利点】 

来庁前に事前にＱＲコードを作成しておくことで、窓口での滞在時間の軽減ができ、コロ

ナ禍等感染防止対策に繋がる。 

 

【ＱＲコード作成アプリ（しまナビ）対応可能な申請】 

住民票、印鑑登録証明書交付申請書 ※戸籍謄本・戸籍抄本 

   

【費用について】 

①イニシャルコスト 

システム構築業務委託料  5,804千円 

備品購入費         905千円 

消耗品費          195千円  計6,904千円 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金補助金：5,800千円 

 

②ランニングコスト 

スマホアプリ「しまなび」利用料 1,640千円 

「書かない窓口」システム利用料  660千円  計2,300千円/年 

      

【運用の開始】 

■書かない窓口 令和４年３月８日から本庁市民課窓口において運用開始。 

■ＱＲコード作成アプリ（しまナビ） 令和４年３月８日から、AppleStore、GooglePlay で

インストー ル可能。アプリのインストールは無料。利用にかかる通信費は利用者の負担。

（「しまナビ」で検索） 
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(3) 三重県鈴鹿市 

◆ 議員定数及び報酬検証特別委員会での調査研究内容について 

①鈴鹿市概要 

市政施行 昭和17年12月１日 

人  口 194,711人（Ｒ６．10月末）男97,388人/女97,323人 

世 帯 数 89,867世帯（Ｒ６．10月末） 

面  積 194.46㎢ 

 

②議  員 定数 28人（改正前32人） 

常任委員会 総務委員会   定数７人（改正前８人） 

文教環境委員会 定数７人（改正前８人） 

地域福祉委員会 定数７人（改正前８人） 

産業建設委員会 定数６人（改正前７人） 

予算決算委員会 定数25人（改正前29人） 

議会運営委員会 ７人 

会派等 ６会派（会派３+諸派３） 

議会事務局 定数13人（現員11人） 

 

③議員定数及び報酬検討委員会について 

・設置の経緯 

平成25、26年度…議会改革特別委員会設置（定数や報酬の議論） 

 議員定数削減を求める請願書が提出される→現状維持との結論 

令和４年度…自治会連合会等から「議員定数削減」の声。  

定数と報酬に係る特別委員会の設置（全会一致） 

６月定例会本会議で、議員定数及び報酬検証特別委員会の設置を決定 

      ・調査事件・・・適正な議員定数及び報酬について調査研究する 

      ・委員構成・・・８人（各会派等から１人ずつ選出） 

      ・調査活動実績 

       令和４.６.29～11.24 ６回の委員会を開催、調査研究・委員間討議 

       令和４.８.９ 議員研修を実施（適正な議員定数・議員報酬を考える） 

       令和４.10.17 議会報告会を開催（市民からの意見聴取・アンケート） 
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④議員定数や報酬を検討する留意点として、鈴鹿市議会基本条例第11条、第25条、参考とし

て定数や報酬の推移を提示。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤鈴鹿市の人口・財政の状況の分析 

総人口の推移と将来推計（鈴鹿市人口ビジョンより） 

年齢別人口の推移及び将来推計（鈴鹿市公共施設等総合管理計画より） 

市税の推移（令和５年度予算資料より） 

義務的経費の推移（令和５年度予算資料より） 

公共建築物の将来更新費用（鈴鹿市公共施設等総合管理計画より） 

インフラ施設の将来更新費用を分析（鈴鹿市公共施設等総合管理計画） 

 

⑥他市議会との比較…三重県内の14市、類似団体の19市、人口18万人～22万人の25市を比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦議員定数に係る協議内容 

・各会派等の当初の意見・「減員」の理由・「現状維持」の理由を協議・減員数についてな 

どを協議 

→結論 

「４人減員」（５会派）「２～３人減員」（１会派）「現状維持」（２会派） 

 本委員会として統一した結論に至らず→採決を実施 

⇒【最終】来年度の次期改選時から定数を「４人減員」すべきと結論。 
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⑧議員報酬に係る協議内容 

・各会派の当初の意見、「現状維持」の理由、「増額」の理由を協議 

 →結論 

  議員定数についての結論を出した上で、議員報酬について議論すべき 

⇒【最終】次期改選後に改めて協議。 

 

⑨特別委員会終了後の流れ 

・調査報告…調査報告書を議長へ提出・定例会初日に議場にて委員長報告 

・議運での協議…特別委員会から調査報告書⇒議長から鈴鹿市議員定数条例の一部を改

正する発議について協議依頼 

・本会議…令和４年12月定例議会最終日に議運委員長から提案説明（反対討論１件、賛成 

討論２件）採決の結果、賛成多数（賛成25・反対３）により可決 

・条例改正後の流れ 

  常任委員会の委員定数を改正（令和５年２月議会） 

  令和５年４月23日に執行された鈴鹿市議会議員選挙から適用 

 

⑩事前質問の回答 

１）事務局からの情報以外に、会派等が独自に行った情報集等について 

⇒実施した事例はない。 

２）定数を削減したことによる影響は。 

⇒常任委員会の定数を変更したが、大きな影響はない。 

３）その後の議員報酬に関する検討状況は。 

⇒昨年度から開催している議会改革特別委員会で正副委員長の報酬加算を含めて協

議を行いる。 
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６ 所感 

(1) 和歌山県田辺市 デジタルツインを活用した防災について 

災害時にドローンを活用して状況把握を行うという考え自体はそれほど真新しいもので

はないが、デジタルツインという仕組み、様々な機能のカメラやソフトウェアを組み合わせ

ることにより、抽象的な情報把握に留まらず、具体的な業務の支援に繋げているという点や、

繋げるためにデジタルツインの可能性を常に模索している姿勢は敬服にあたるものと受け

止めた。自治体ＤＸにおいては、職員の負担軽減という視点に収れんされがちであるが、コ

スト削減と同時に、災害対策や空家対策といった全国に共通した課題への向き合い方とし

て大変参考となった。 

 

(2) 三重県志摩市 書かない窓口について 

日本の地方自治体における窓口業務のＤＸ化は、行政の効率化と市民サービスの向上を

両立させる鍵となる取組である。志摩市のようにデジタル技術の進化を活かしつつ、課題解

決とイノベーションを進める姿勢が、これからの自治体に求められる時代になっているこ

とを視察によって感じた。利用者視点では、申請書の記載台を探す、申請書を探す、記入が

合っているか分からないまま窓口に行く等の負担が軽減しており、自分たちの役所の業務

（ここでは窓口）を客観的に見ることで、当たり前と化していた課題を解決していくという

点は大変参考となった。 

 

(3) 三重県鈴鹿市 議員定数及び報酬検証特別委員会での調査研究内容について 

 鈴鹿市では、平成25年度や平成26年度に議会改革特別委員会を設置して議論を進め、当時

は現状維持との結論ではあったものの、議員定数削減の声が上がる中で、令和４年度に「議

員定数と議員報酬に係る特別委員会」の設置に至った。また、議論を進める過程で、議会基

本条例をはじめ人口・財政状況等を鑑みて、さらには、他市議会との比較（三重県内の14市

の比較、類似団体の19市の比較、人口が類似している市との比較）など緻密な調査内容が伺

えた。 

 また、議員定数と議員報酬に係る特別委員会での調査活動実績において、委員会を６回開

催し、議員研修会では、適正な議員定数や報酬について全議員で学び、ほかには議会報告会

を開催して、市民からの意見やアンケート調査をするなど、定数や報酬について慎重に進め

た経緯をお聞きし、今後、本市議会で定数削減等の議論を進めるにあたり大変参考となった。 
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７ 調査による石巻市への政策提言等について 

(1) 和歌山県田辺市 デジタルツインを活用した防災について 

 本市においては、災害時のドローン活用について、民間事業者と災害協定を締結している

ものの、発災直後での活用は視野に入れておらず、活用が見込まれる復旧期での活用につい

ても、具体的に活用方法や範囲を検討している状況下にはない。市で所有しているドローン

についても平常時での活用がなされておらず、災害時に突如使用できるような状況下にも

ないことから、建設部などによる平常時の委託費削減に向けた活用見込み有無の調査を求

めるとともに、災害時でのドローンの活用方策及び活用限界について調査・共有するよう提

言する。 

 

(2) 三重県志摩市 書かない窓口について 

 志摩市の「書かない窓口」と併せて「回さない（ワンストップ）窓口」の研究検討を提言

する。今回の志摩市における「書く負担」と「長い滞在時間」を減らす取組は『市民目線に

立つ』という姿勢から生まれた課題解決方法であるが、その姿勢で石巻市の「窓口」を見る

と、ＤＸ推進として取り組める可能性は多くあると感じる。住民異動などの手続きにおいて、

職員から見た手続きは、目の前の窓口だけで終わるが、市民は転居や出生等のライフイベン

トがあれば、付随して様々な手続きが発生し、課や窓口を移動しながら複数回の説明を行っ

たり、書いたりと時間と手間をかけて手続きを行う必要がある。アセスメントの必要な相談

窓口等に当てはめることはできないが、デジタルツールやデジタル化によって１つの窓口

に集約できる事務的な申請は、庁内各課に多くあるのではと考える。将来的な窓口ＤＸとし

て「書かないワンストップ窓口」を提言し、今回の視察報告とする。 

 

(3) 三重県鈴鹿市 議員定数及び報酬検証特別委員会での調査研究内容について 

 本市において、近隣市町村の議員定数削減や、本市の人口減少が進んでいる中で、適正な

議員定数についてより研究を進めていく必要があると感じている。鈴鹿市で取り組んでき

た議員研修会や委員会での調査研究など、これまでの定数削減に至るまでの経緯を拝聴し、

本市においても議員定数と議員報酬に関する特別委員会の設置などの検討に入り、適正な

議員定数や報酬の在り方についての議論や研究を進めて行く必要があると提言する。 

 

 

８ 調 査 経 費  １，０６０，６０６円  
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